
１　条例制定の背景・目的

２　設置に当たって守っていただきたいこと

・太陽光発電設備の設置を行う事業主は、次の事項にご注意ください。

　①本条例および他の関係法令、条例等を遵守すること。

  ③事業内容について、近隣関係者（事業区域に隣接する土地の所有者並びに建築物の所有者

　及び居住者）や、地域住民（区会、町内会等）への説明を行い、良好な関係を保つこと。

・工事着手には事前協議後、着手の60日前までに届出を行う必要があります。

・固定価格買取制度の導入以降、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの導入が増えており、建
築基準法や都市計画法の適用を受けない太陽光発電設備の設置については、景観・眺望の阻害や太陽光パ
ネルの反射光による住環境の悪化、土地の形質変更に伴う防災機能の低下、設置計画の近隣への説明不足
等が問題となっています。
　こうしたことから、太陽光発電設備設置事業と生活環境との調和を図るため、住民との調整などの手続
きを定める条例を制定しました。
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太陽光発電設備の設置には
事前協議及び工事着手の届出が必要です。

　対象は次の通りです。

　②生活環境への被害を未然に防止する措置を講じること。

沿って施工されることをお願いいたします。

　※50kw未満は本条例の適用にはなりませんが、資源エネルギー庁事業計画策定ガイドラインに

<違反者の公表について>
※ 必要と認められたときは指導、助言を行います。また、無届による事業や虚偽の届

出等により事業を行ったときあるいは、指導に正当な理由がなく従わないときは、適切

な措置を講ずるよう事業主等に対して勧告し、事実を公表します。

<対象となる太陽光発電設備設置事業>
※ 発電出力が５０kＷ以上の太陽光発電設備を土地又は水面上に設置する事業（実質的

に同一の事業主が、同時期若しくは近接した時期に、実質的に同一と認められる場所で、

複数の太陽光発電設備を設置する事業等であって、当該総発電出力が50kＷ以上となるも

の又は既に完了している事業等若しくは施工中の事業等の太陽光発電設備の変更等を行

う事業等であって、当該変更後の発電出力が50kＷ以上となるものを含む。）

※ 太陽光発電の設置には、他の法令・条例等の手続が必要となる場合がありますので

ご注意ください。

※ 建築物に設置される太陽光発電設備は除きます。



･様式第１号　事前協議書

･様式第２号　立地に慎重な検討が

 必要な地域に関する関係法令手続き確認書

･事業の概要を示した書類

･別表第２に定める図書

･近隣関係者

･地域住民

着工60日前までに

･様式第３号　太陽光発電設備設置事業届出書

･様式第４号　事業計画書

･様式第５号　太陽光発電設備設置事業に

 関する関係法令手続確認書

･様式第６号　近隣関係者説明報告書

･様式第７号　地域住民説明会報告書

･様式第８号　太陽光発電設備設置事業確約書

･別表２に定める図書

･様式第１３号　指導・助言通知書

･様式第１４号　改善勧告書

･様式第１０号　届出受領通知

･様式第１３号　指導・助言通知書

･様式第１４号　改善勧告書

・様式第１１号　完了届出書

※事業の変更をした場合は　条例第７～１１条を適用し、変更届出書を提出

(事前協議、近隣関係者等への説明、届出、届出受領通知、工事完了の届出を提出のこと)

工事着工

工事完了

指導・助言又は勧告

確認

届出書

届出受領通知

指導・助言又は勧告

設置事業工事(太陽光発電施設発電出力５０キロワット以上)の届出等の標準的な流れ

事業者 市

市との事前協議

近隣関係者等への
説明会実施


